調 査 結 果 の 概 要
　  平成13年10月１日現在における板橋区内の事業所数は22,527事業所、従業者数は 207,854人である。

前回調査（平成８年）の26,436事業所、231,100人に比べて3,909事業所（増加率△14.8％）、23,246

人（増加率△10.1％）とそれぞれ大幅に減少している。

１　産業大分類別事業所数、従業者数

　　事業所を産業別にみると最も多いのは「卸売・小売業」の 5,734事業所で、全体の約 1/4を占め、

　以下「サービス業」の 3,453事業所（15.3％）、「製造業」の 3,338事業所（14.8％）と続いている。

従業者数では、「卸売・小売業」が45,841人（22.1％）で一番多く、次いで「製造業」の42,468人

  （20.4％）となっている。

　　また、「医療，福祉」は、事業所数の構成比では 5.7％と低位であるが、従業者数の割合は「サー

　ビス業」とともに10.9％で高位となっている。

第　Ⅰ　表

（1） 新産業分類別事業所数、従業者数
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（注）この表は、日本標準産業分類が平成14年３月に改訂される前の産業分類で表したものである。

２　経営組織別事業所数、従業者数

　　事業所数を経営組織別にみると、会社が10,704事業所（47.5％）、個人が10,639事業所（47.2％）

　であり、ほぼ同じ割合になっている。

　　従業者数では、会社の 144,324人（69.4％）が最も多く、次いで個人の28,608人（13.8％）、会社

  以外の法人19,387人（ 9.3％）、官公営の15,371人（ 7.4％）、法人でない団体の 164人（ 0.1％）

　の順になっている。

（注）会社とは、株式会社、有限会社、合名・合資会社、相互会社、外国の会社の合計である。

〔統計表　第４表参照〕

３　従業者規模別事業所数、従業者数

　　事業所数（派遣・下請従業者のみの事業所を除く）を従業者規模別にみると、従業者数「１～４人」

が14,203事業所あり全体の63.4％を占め、これに「５～９人」の 4,124事業所（18.4％）と「10～19

  人」の 2,134事業所（ 9.5％）を加えると、従業者19人以下の事業所が全事業所の９割以上になる。
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第　Ⅱ　表
（注）この表の平成13年の事業所数には、派遣・下請従業者のみの事業所(111件) は含まれない。
４　企業における電子取引の状況

    電子取引の状況を見ると、総数 7,534企業のうち電子商取引を行っているのは 742企業で全企業の
9.8％である。

  　また、産業分類別（公務を除く）に見ると、情報通信業が92企業のうち23企業が電子商取引を行っ

　ており、実施率25.0％で一番高くなっている。
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日本標準産業分類の第１１回改訂（平成１４年３月）について

１　改訂の基本的視点

（１）情報通信の高度化、サービス経済化の進展等に伴う産業構造の変化への適合

（２）統計の継続性に配慮しつつ、的確な分類項目の設定と概念定義の明確化

（３）国際標準産業分類（ISIC）等国際的な産業分類との比較可能性の向上

２　改訂に伴う分類項目数の増減
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３　改訂の主な内容

　　第４回改訂（昭和32年５月）以来の大分類項目の新設。

　　中・小・細分類項目についても、産業構造の変化に適合させるため、全面的に見直し。

（１）大分類項目の見直し

　　①「情報通信業」

　　　　電気通信分野・情報処理分野の技術革新・進展等を踏まえ、「通信業」、「情報サービス業」、

「インターネット附随サービス業」等の５つの中分類で構成される大分類項目を新設。

　　②「医療，福祉」及び「教育，学習支援業」

　　　　介護福祉に係る新産業の出現・多様化等に伴い、サービス業から分離して「医療，福祉」の項

　　　目を新設。また、「教育，学習支援業」は、教育機会の拡大、生涯学習の実践等に伴って産業規

　　　模が増大していることからサービス業から分離して項目を新設。

　　③「飲食店，宿泊業」

　　　　飲食店はサービス的要素のウェイトが高まっていること及び宿泊業は飲食の提供に係る収入の

　　　ウェイトが高まっていることを踏まえ、それぞれ旧分類から分離して大分類項目を新設。

　　④「複合サービス事業」

　　　　「郵便業」及び「協同組合」は、複数の大分類にわたる各種のサービスを行い、いずれが主た

　　　る事業であるか判別できないという実態を有していることから、これらだけで大分類項目を新設。

（２）中分類項目の見直し

　　　　「情報通信機械器具製造業」など22項目を新設し、「武器製造業」など24項目を廃止。

（３）小分類項目の見直し

　　　　「建築リフォーム工事業」など76項目を新設し、「代理商・仲立業」など 119項目を廃止。

（４）細分類項目の見直し

　　　　「エステティック業」など 162項目を新設し、「古綿打直し業」など 215項目を廃止。

日本標準産業分類　第11回改訂（平成１４年３月）大・中分類項目新旧対照表
　　　　旧分類　　　　　　　　　　　　　　　　　　 新分類（第11回改訂）
　　Ａ　農　業　　　　　　　　　　　　　　　　 Ａ　農　業
　　　01農業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　01農業

　　Ｂ　林　業　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｂ　林　業
　　　02林業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　02林業

　　Ｃ　漁　業　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｃ　漁　業
　　　03漁業    　　　　　　　　　　　　　　　　　　03漁業

　　　04水産養殖業　　　　　　　　　　　　　　　　　04水産養殖業

　　Ｄ　鉱　業　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｄ　鉱　業
  　　05金属鉱業　　　　　　　　　　　　　　　　　　05鉱業
　　　06石炭・亜炭鉱業
　　　07石油・天然ガス鉱業
　　　08非金属鉱業
　　Ｅ　建設業　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｅ　建設業
　　　09総合工事業　　　　　　　　　　　　　　　　　06総合工事業

　　　10職別工事業（設備工事業を除く）　　　　　　　07職別工事業（設備工事業を除く）

　　　11設備工事業　　　　　  　　　　　　　　　　　08設備工事業

　　Ｆ　製造業　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｆ　製造業
　　　12食料品製造業　　　　　　　　　　　　　　　　09食料品製造業

　　　13飲料・たばこ・飼料製造業　　　　　　　　　　10飲料・たばこ・飼料製造業

　　　14繊維工業（衣服，その他の繊維製品を除く）　　11繊維工業（衣服，その他の繊維製品を除く）

　　　15衣服・その他の繊維製品製造業　　　　　　　　12衣服・その他の繊維製品製造業

　　　16木材・木製品製造業（家具を除く）　　　　　　13木材・木製品製造業（家具を除く）

　　　17家具・装備品製造業　　　　　　　　　　　　　14家具・装備品製造業

　　　18パルプ・紙・紙加工品  　　　　　　　　　　　15パルプ・紙・紙加工品

　　　19出版・印刷・同関連産業　　　　　　　　　　　16印刷・同関連業
　　　20化学工業　　　　　　  　　　　　　　　　　　17化学工業

　　　21石油製品・石炭製品製造業　　　　　　　　　　18石油製品・石炭製品製造業

　　　22プラスチック製品製造業（別掲を除く）　　　　19プラスチック製品製造業（別掲を除く）

　　　23ゴム製品製造業　　　  　　　　　　　　　　　20ゴム製品製造業

　　　24なめし革・同製品・毛皮製造業　　　　　　　　21なめし革・同製品・毛皮製造業

　　　25窯業・土石製品製造業　　　　　　　　　　　　22窯業・土石製品製造業

　　　26鉄鋼業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　23鉄鋼業

　　　27非鉄金属製造業　　　　　　　　　　　　　　　24非鉄金属製造業

　　　28金属製品製造業　　　　　　　　　　　　　　　25金属製品製造業

　　　29一般機械器具製造業　　　　　　　　　　　　　26一般機械器具製造業

　　　30電気機械器具製造業　　　　　　　　　　　　　27電気機械器具製造業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28情報通信機械器具製造業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29電子部品・デバイス製造業
　　　31輸送用機械器具製造業　　　　　　　　　　　　30輸送用機械器具製造業

　　　32精密機械器具製造業　　　　　　　　　　　　　31精密機械器具製造業

　　　33武器製造業
　　　34その他の製造業　　　　　　　　　　　　　　　32その他の製造業

　　Ｇ　電気・ガス・熱供給・水道業　　　　　　 Ｇ　電気・ガス・熱供給・水道業
　　　35電気業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33電気業

　　　36ガス業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　34ガス業

　　　37熱供給業　　　　　　　　　　　　　　　　　　35熱供給業

　　　38水道業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　36水道業

　　                                  　　　　 Ｈ　情報通信業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　37通信業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　38放送業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　39情報サービス業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40インターネット附随サービス業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　41映像・音声・文字情報制作業
　　Ｈ　運輸・通信業　　　　　　　　　　　　　 Ｉ　運輸業
　　　39鉄道業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　42鉄道業

　　　40道路旅客運送業　　　　　　　　　　　　　　　43道路旅客運送業

　　　41道路貨物運送業　　　　　　　　　　　　　　　44道路貨物運送業

　　　42水運業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　45水運業

　　　43航空運輸業　　　　　　　　　　　　　　　　　46航空運輸業

　　　44倉庫業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　47倉庫業

　　　45運輸に附帯するサービス業　　　　　　　　　　48運輸に附帯するサービス業

　　　46郵便業
　　　47電気通信業
　　Ｉ　卸売・小売業，飲食店　　　　　　　　　 Ｊ　卸売・小売業
　　　48各種商品卸売業　　　  　　　　　　　　　　　49各種商品卸売業

　　　49繊維・衣服等卸売業　  　　　　　　　　　　　50繊維・衣服等卸売業

　　　50飲食料品卸売業　　　  　　　　　　　　　　　51飲食料品卸売業

　　　51建築材料，鉱物・金属材料等卸売業　　　　　　52建築材料，鉱物・金属材料等卸売業

　　　52機械器具卸売業　　　  　　　　　　　　　　　53機械器具卸売業

　　　53その他の卸売業        　　　　　　　　　　　54その他の卸売業

　　　54各種商品小売業　　　  　　　　　　　　　　　55各種商品小売業

　　　55織物・衣服・身の回り品小売業　　　　　　　　56織物・衣服・身の回り品小売業

　　　56飲食料品小売業　　　  　　　　　　　　　　　57飲食料品小売業

　　　57自動車・自転車小売業  　　　　　　　　　　　58自動車・自転車小売業

　　　58家具・じゅう器・家庭用機械器具小売業　　　　59家具・じゅう器・機械器具小売業

　　　59その他の小売業　　　　　　　　　　　　　　　60その他の小売業

　　　60一般飲食店
　　　61その他の飲食店
　　Ｊ　金融・保険業　　　　　　　　　　　　　 Ｋ　金融・保険業
　　　62銀行・信託業　　　　　　　　　　　　　　　　61銀行業

　　　63中小企業等金融業　　　　　　　　　　　　　　62協同組織金融業
　　　64農林水産金融業
　　　65政府関係金融機関  　  　　　　　　　　　　　63郵便貯金取扱機関，政府関係金融機関

　　　66貸金業，投資業等非預金信用機関　　　　　　　64貸金業，投資業等非預金信用機関

　　　                              　　　　　　　　65証券業，商品先物取引業

　　　67補助的金融業，金融附帯業　　　　　　　　　　66補助的金融業，金融附帯業

　　　68証券業，商品先物取引業

　　　69保険業（保険媒介代理業，保険サービス業を含む）　　　 67保険業（保険媒介代理業，保険サービス業を含む）
　　Ｋ　不動産業　　　　　　　　　　　　　　　 Ｌ　不動産業
　　　70不動産取引業　　　　　　　　　　　　　　　　68不動産取引業

　　　71不動産賃貸業・管理業　　　　　　　　　　　　69不動産賃貸業・管理業

　　                　　　　　　　　　　　　　 Ｍ　飲食店，宿泊業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　70飲食店
                                                  71遊興飲食店
                                                  72宿泊業
　　                　　　　　　　　　　　　　 Ｎ　医療，福祉
                                                  73医療業
                                                  74保健衛生
                                                  75社会保険・社会福祉・介護事業
　　                　　　　　　　　　　　　　 Ｏ　教育，学習支援業
                                                  76学校教育
                                                  77その他の教育，学習支援業
　　                　　　　　　　　　　　　　 Ｐ　複合サービス業
    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　78郵便局（別掲を除く）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　79協同組合（他に分類されないもの）
　　Ｌ　サービス業　　　　　　　　　　　　　　 Ｑ　サービス業（他に分類されないもの）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　80専門サービス業（他に分類されないもの）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　81学術・開発研究機関

　　　72洗濯・理容・浴場業　　　　　　　　　　　　82洗濯・理容・美容・浴場業

　　　73駐車場業
　　　74その他の生活関連サービス業　　　　　　　　83その他の生活関連サービス業

　　　75旅館，その他の宿泊所
　　　76娯楽業（映画・ビデオ制作業を除く）　　　　84娯楽業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　85廃棄物処理業

　　　77自動車整備業　　　　　　　　　　　　　　　86自動車整備業

　　　78機械・家具等修理業（別掲を除く）　　　　　87機械等修理業（別掲を除く）

　　　79物品賃貸業　　　　　　　　　　　　　　　　88物品賃貸業

　　　80映画・ビデオ制作業
　　　81放送業
　　　82情報サービス・調査業
　　　83広告業        　　　　　　　　　　　　　　89広告業

　　　84専門サービス業（他に分類されないもの）

　　　85協同組合（他に分類されないもの）
　　　86その他の事業サービス業　　　　　　　　　　90その他の事業サービス業

　　　87廃棄物処理業

　　　88医療業
　　　89保健衛生
　　　90社会保険，社会福祉
　　　91教育
　　　92学術研究機関

　　　93宗教

　　　94政治・経済・文化団体　　　　　　　　　　　　91政治・経済・文化団体

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　92宗教

　　　95その他のサービス業　　　　　　　　　　　　　93その他のサービス業

　　　96外国公務　　　　　　　　　　　　　　　　　　94外国公務

　　Ｍ　公　務（他に分類されないもの）　　　　 Ｒ　公　務（他に分類されないもの）
　　　97国家公務　　　　　　　　　　　　　　　　　　95国家公務

　　　98地方公務　　　　　　　　　　　　　　　　　　96地方公務

　　Ｎ　分類不能の産業　　　　　　　　　　　　 Ｓ　分類不能の産業
　　　99分類不能の産業　　　　　　　　　　　　　　　99分類不能の産業

